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卒業式処分取消を求める第1次人事委員会不服審査請求にあたっての声明
　３月３１日、東京都教育委員会（都教委）は３月の卒業式での「君が代」斉唱時不起立を理由に５２名（戒告処分３８名・内再雇用合格取消１名、減給10分の1・1月１０名、減給10分の1・6月４名）の教職員の大量処分を強行しました。これは多数の被処分者の弁護士立会いを拒否し「事情聴取」も行わないままの入学式を目前にした「見せしめ・恫喝」の処分強行に他なりません。これに対し、本日、私たち　　名は、被処分者の会弁護団（尾山宏弁護団長以下５０名）を代理人として不当処分取消を求め東京都人事委員会に不服審査請求を行いました。

昨年度の合計248名の前代未聞の懲戒処分・嘱託解雇に続くこの不当な大量処分に、私たちは満身の怒りを込めて抗議し、その撤回を求めるものです。
なお、驚くべきことに、昨年度の大量処分に対し、即刻不服審査請求を申し立てた私たちの仲間157名の人事委員会口頭公開審理は、提訴後1年経っても開催の見通しが立たないという異例の事態になっています。その最大の理由は、都教委側が大量不服審査請求に対応しきれていないところにあります。にもかかわらず、都教委は今次卒業式で２回目の大量処分を強行しました。これは行政手続きの常識をも無視した暴挙以外の何物でもありません。

石原都知事・都教委は「公務員だから命令に従うのは当然」と言って処分を合理化しています。しかし地方公務員法にも明記されているように、その「命令」が、憲法・教育基本法等の教育の根幹に関わる諸法令に違反しているならば、従う義務は私たち教職員にはありません。10.23通達とそれに基づく各校長の職務命令は、明らかに憲法の「思想及び良心の自由」「信教の自由」「表現の自由」「学問の自由」の規定に違反し、教育基本法第１０条の「教育は不当な支配に服することなく」という戦後教育の原点を踏みにじるのみならず、1999年の「国旗・国歌法」成立時の政府答弁にも反することは明白です。
民主主義は多様な価値観を互いに尊重することを前提に成り立っています。しかし今年の卒業式では、都教委の「指導」に基づき適正に生徒を指導すること」という項目を付け加えることで、職務命令違反の処分を振りかざして、従来各学校が生徒・保護者に対して行ってきたいわゆる「内心の自由」の説明を排除・弾圧してきました。更に、都教委は、被処分者に対して処分とは別に懲罰的な人事異動や嘱託員不採用等の不当な攻撃を加えています。また、今次卒業式の特徴の１つは、一部の学校においては、都教委・校長、警視庁公安部・所轄警察署が一体となって門前のビラ配布を弾圧したり、式場内外での監視体制を取るなど、文字通りの｢戒厳令下｣の卒業式が行われたことでした。　　

当然のことながら卒業式は「最後の授業」であり、その主人公は生徒です。教育をないがしろにする東京都公立学校の異常な卒業式には生徒・保護者・市民の批判が広がっています。教員として「譲れない思い」を貫いた私たちの行動にも多くの支援・激励が寄せられています。「憲法を命懸けで破る」と公言する石原都知事の下、暴走する都教委に対する反発と批判も満ち満ちています。
私たちは、こうした生徒・保護者・市民の声に力づけられ、共に手を携え、憲法・教育基本法改悪の先取りとしての「日の丸・君が代」強制に反対し、都教委による教育破壊の暴挙を断じて許さず、不当処分撤回まで断固として闘い抜くものです。何よりもこの国を「戦争ができる国」にしない、「教え子を再び戦争に送らない」ために！
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